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要旨 

【背景と目的】近年、発達障害に対する社会の認知が高まっており、平成 16

年の発達障害者支援法の制定以降、支援体制の整備も進んでいるが、精神疾

患の診断・統計マニュアル第 5 版(DSM-5: Diagnostic and Statistical 

Manual of Mental Disorders, the Fifth Edition)により神経発達症に分

類される全ての疾患に当てはまるとは言いがたい。神経発達症に含まれる自

閉症スペクトラム障害や注意欠如・多動性障害、限局性学習障害については、

その有病率や原因に関する先行研究が多く見られ、支援体制についても整備

が 進 ん で い る 。 一 方 、 発 達 性 協 調 運 動 障 害 (DCD: Developmental 

coordination disorder)については、先行研究が少なく、また、一般にも十

分に知られていないため、他の神経発達症の疾患と比べると、支援体制が進

んでいるとは言えない。しかし、DCD と診断された場合に加え、他の神経発

達症の疾患に DCD が併存する場合、また、操作的診断には至らずも協調運動

の問題を有する場合には、協調運動の問題に対して適切な支援が必要となる。 

 DCDと診断された児は、協調運動技能の獲得や遂行が、彼らの生活年齢

や技能の学習及び使用の機会に応じて期待されるものよりも明らかに劣っ

ている。また、こうした運動技能の欠如は、日常生活活動を著しくかつ持

続的に妨げており、学校での生産性、就労前および就労後の活動、余暇、

および遊びに影響を与える。このようなDCDの症状は発達段階早期からみら

れるが、約50-70％が青年期以降も協調運動の問題が残存し、また、精神的

および身体的合併症を引き起こす場合がある。そのため、協調運動の問題

を適切に評価し、早期予防や、適切な治療介入と合併症の予防を行うこと
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が必要である。わが国において、DCDに関する先行研究は少なく、また、

DCDの有病率や危険因子について十分に調査が進んでいない。そのため、今

回、わが国の就学前児童を対象に、DCDに関連する危険因子を明らかにする

ことを目的として本研究を行った。 

【対象と方法】前向きコーホート研究である「環境と子どもの健康に関する

北海道スタディ」の参加者のうち、2008 年 4 月から 2011 年 11 月の間に出

産し、5 歳に達した 4,851 人の児を本研究の対象とした。妊娠初期に回収し

た初期調査票や出産時診療記録から、母、パートナー、児の属性に関する基

本情報を収集した。また、5 歳時に送付した追跡調査票には、回答時の児の

月齢、DCDQ-J(The Japanese version of the Developmental coordination 

disorder questionnaire)、子どもの強さと困難さアンケート (SDQ: 

Strength and difficulties questionnaire)等が含まれている。 

本研究では、児の協調運動の評価のために、15 項目の質問からなる DCDQ-

J を使用したが、日本語版である DCDQ-J について標準的な基準値はまだ公

表されていない。そのため、本研究では 2 種類の異なるカットオフ値を用い

る こ と と し 、 原 版 で あ る Developmental coordination disorder 

questionnaire 2007(DCDQ’07)のカットオフ値と DCDQ-J 得点の 5 パーセン

タイル値により評価を行い、カットオフ値以下の得点であった児を S-

DCD(Suspected Developmental coordination disorder)群とした。また、児

の情緒面と行動面の問題を包括する全般的な心の問題を評価するために

SDQ を用いた。 

DCDQ-J 得点、SDQ 得点は、カイ 2 乗検定、マンホイットニーU 検定により
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性別による相違の比較、検討を行った。DCDQ-J 得点と SDQ 得点との相関係

数を算出した。母、パートナー、児の属性について、t 検定、カイ 2 乗検定

により、S-DCD 群と対照群との比較、検討を行った。2 群間に有意差を認め

た変数を調整因子に含めて多変量ロジスティック回帰を行い、S-DCD に関す

るオッズ比を推定した。 

【結果】質問紙を送付した 4,851 人のうち、3,369 人が DCDQ-J に全て回答

し、回答率は 69.45％であった。DCDQ’07 のカットオフ値で分類すると、

21.8％の児が S-DCD であった。DCDQ-J 得点と SDQ 得点について、DCDQ-J の

合計得点と TDS(Total difficulties score)との間に有意に負の相関関係が

認められた(ρ=-0.518, p<0.01)。2 種類のカットオフ値を用いて S-DCD 群

と対照群を比較すると、カットオフ値に関わらず、母の最終学歴や世帯年収

などの社会経済的地位、母の妊娠初期の飲酒と喫煙、また、児の性別や月齢

で有意差を認めた。S-DCD に有意に関連する変数を調整因子に加えて調整オ

ッズ比を算出すると、男児は女児よりも S-DCD の発症リスクが有意に高か

った。(DCDQ’07 のカットオフ値: Odds ratio(OR) 1.90, 95% confidence 

interval(CI) 1.55-2.32; DCDQ-J 得点の 5 パーセンタイル値: OR 2.61, 

95% CI 1.71-3.96)。また、母の妊娠初期の喫煙は S-DCD の発症リスクを有

意に高めた (DCDQ’07 のカットオフ値: OR 1.48, 95% CI 1.05-2.10; DCDQ-

J の 5 パーセンタイル値: OR 2.01, 95% CI 1.16-3.48)。 

【考察】本研究より、男児であることや、母の妊娠初期の喫煙が、DCD の危

険因子となることが示された。しかし、遺伝要因や周産期の環境要因といっ

た児の神経発達に関与する多くの要因があるため、DCD の病因を適切に説明
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することは難しく、更なる研究を要すると考える。また、協調運動の問題が

大きいと、情緒、行動に関する問題への支援の必要性が高くなることが示さ

れ、DCD を有する児は協調運動の問題だけでなく、情緒、行動に関する問題

を併存しうることに注意する必要があると言える。 

【結論】本研究の結果から、母の妊娠初期の喫煙に対する公衆衛生的アプロ

ーチが DCD の発症予防に有用である可能性が示唆された。母の飲酒、喫煙だ

けでなく、周産期の環境化学物質の曝露と DCD との関連についても研究を

行うことが今後の課題であると考える。 
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略語表 

ADHD: Attention deficit hyperactive disorder 

ASD: Autism spectrum disorder 

BMI: Body Mass Index 

CB-153: 2,2',4,4',5,5'-hexachlorobiphenyl 

CI: Confidence interval 

DAMP: Deficit in attention, motor control and perception 

DCD: Developmental coordination disorder 

DCDQ’07: Developmental coordination disorder questionnaire 2007 

DCDQ-J: The Japanese version of the Developmental coordination 

disorder questionnaire 

DSM: Diagnostic and Statistical Manual of Mental Disorders 

DSM-IV-TR: Diagnostic and Statistical Manual of Mental Disorders, 

the Fourth Edition Text Revision 

DSM-5: Diagnostic and Statistical Manual of Mental Disorders, the 

Fifth Edition 

ESSENCE: Early symptomatic syndromes eliciting neurodevelopmental 

clinical examinations 

ICD: International Statistical Classification of Diseases and 

Related Health Problems 

M-ABC: Movement assessment battery for children 

M-ABC2: the second edition of the Movement assessment battery for 
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children 

OR: Odds ratio 

PCDDs/Fs: Dibenzo-p-dioxins/furans 

PDD: Pervasive developmental disorder 

PFOA: Perfluorooctanoate 

PFOS: Perfluorooctane sulfonate 

p,p'-DDE: 1,1-dichloro-2,2-bis(p-chlorophenyl)ethylene 

S-DCD: Suspected Developmental coordination disorder 

SDQ: Strengths and difficulties questionnaire 

SGA: Small for gestational age 

SLD: Specific learning disorder 

TDS: Total difficulties score 
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緒言 

（１）わが国における神経発達症の動向 

近年、発達障害に対する社会の認知が高まっており、平成 26 年に実施さ

れた世論調査によると、「発達障害について知っていましたか」という問い

に対して、「知っていた」または「言葉だけは知っていた」と回答した者の

割合が 87.0%であった(総務省, 2014)。平成 16 年の発達障害者支援法の制

定以降、年齢に関わらず発達障害に対する支援体制の整備が進んでいる。し

かし、文部科学省の調査によると、通級による指導を受けている児童生徒数

は年々増加し、障害種別では、注意欠陥多動性障害、学習障害、自閉症で増

加を認めた(文部科学省, 2019)。また、通常学級の担任教員の回答による調

査では、学習面又は行動面で著しい困難を示すとされた児童生徒の割合が

6.5％であった(文部科学省, 2012)。このような調査結果から、発達障害を

有する児に対する支援体制が構築されつつあるといえども、引き続き整備し

ていく必要があると言える。 

発達障害に対する社会の認知が高まっている一方で、専門分野により発達

障害に関連する用語に違いが見られ、時に混乱が生じている。その理由とし

て、発達障害者支援法条文に含まれる「発達障害」の定義が、臨床場面で使

われる診断基準である精神疾患の診断・統計マニュアル(DSM: Diagnostic 

and Statistical Manual of Mental Disorders)や国際疾病分類 (ICD: 

International Statistical Classification of Diseases and Related 

Health Problems)による定義と差異を認めることや、これらの診断基準の改

訂により診断名が変更されることがあげられる。そこで、本論では、精神疾
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患の診断・統計マニュアル第 5 版(DSM-5: Diagnostic and Statistical 

Manual of Mental Disorders, the Fifth Edition)に含まれる神経発達症

について議論を進めていく。 

神経発達症に対する支援体制の整備が進んでいるが、全ての神経発達症に

当てはまるとは言いがたい。神経発達症に分類される疾患を見ると、自閉症

スペクトラム障害(ASD: Autism spectrum disorder)や注意欠如・多動性障

害(ADHD: Attention deficit hyperactive disorder)、限局性学習障害(SLD: 

Specific learning disorder)については、その有病率や原因に関する先行

研究が多く見られ、支援体制についても整備が進んでいる。しかし、発達性

協調運動障害(DCD: Developmental coordination disorder)については、

先行研究が少なく、また、一般にも十分に知られていないため、他の神経発

達症の疾患と比べると、支援体制が進んでいるとはいえない。 

ところで、臨床場面では、診断基準による操作的診断により複数の診断が

つく場合がある。DSM-5 の改訂前に用いられた精神疾患の診断・統計マニュ

アル第 4 版新訂版(DSM-IV-TR: Diagnostic and Statistical Manual of 

Mental Disorders, the Fourth Edition Text Revision)では、広汎性発達

障害(PDD: Pervasive developmental disorder)と ADHD の併存診断は認め

られていなかった。それでも、外来患者を研究対象とした先行研究(Yoshida 

et al., 2004; Kusaka et al., 2014)では PDD と ADHD の併存について言及

されており、また、PDD と ADHD を併存する症例において、行動、多動、向

社会性行動に関する支援の必要性を認めた、という報告もある(Yamawaki et 

al., 2019)。DCD についても、先行研究によると、ADHD の約 50%(American 



11 

 

Psychiatric Association, 2013)、SLD の約 50%(Haslum et al., 2007)が

DCD に併存するといわれ、特に ADHD との併存については、DAMP(Deficit in 

attention, motor control and perception)という障害概念も提唱されて

いる(Gillberg et al., 1983)。一方、臨床場面では、DCD と操作的診断に

至らないものの、その症候である「不器用」「運動の苦手」といった協調運

動の問題が他の神経発達症に併存することがあり(笹井ら, 2013)、Gillberg

は、精神神経医学的・発達的な診断が必要となるような徴候について

ESSENCE(Early symptomatic syndromes eliciting neurodevelopmental 

clinical examinations)という概念を提唱している(Gillberg, 2010)。 

わが国では、神経発達症への認知は高まっているが、ASD や ADHD、SLD に

比べると、DCD は、まだ十分に知られていない。しかし、DCD と診断された

場合に加え、他の神経発達症の疾患に DCD が併存する場合、また、操作的診

断に至らずも協調運動の問題を有する場合があり、適切な支援が必要となる。

そのため、DCD について実態把握と適切な介入を検討することは喫緊の課題

である。 

 

（２）発達性協調運動障害 

DCDは、DSM-5で神経発達症に分類される疾患の一つである(American 

Psychiatric Association, 2013)。DCDと診断された児は、協調運動技能の

獲得や遂行が、彼らの生活年齢や技能の学習及び使用の機会に応じて期待

されるものよりも明らかに劣っている。また、こうした運動技能の欠如

は、日常生活活動を著しくかつ持続的に妨げており、学校での生産性、就
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労前および就労後の活動、余暇、および遊びに影響を与える。DSM-5による

と、DCDの有病率は5-11歳の児で5-6％であり、また、他の先行研究では、

DCDの有病率は学齢期の児で1.8-19％の範囲にあると示されている(Lingam 

et al., 2009; Tsiotra et al., 2006)。同じ神経発達症のカテゴリーに含

まれるASDやADHDは遺伝的要因のみならず、環境要因も大きく関与している

といわれ(Kim et al., 2015)、DCDについても遺伝的要因、環境要因ともに

関与していると主張する先行研究(Waszczuk et al., 2016)はあるが、DCD

の病因についてはまだ明らかにされていない。表1に示すように、DCDの発

症に関連する周産期要因に関する先行研究は少ないが、DCDの発症の危険因

子として、妊娠中のアルコール摂取や、極早期の出産や極低出生体重児の

ような周産期の環境要因があげられる(Zwicker et al., 2013; Davis et 

al., 2007; Edwards et al., 2011; Oliveira et al., 2011)。また、児に

関する因子について、男児は女児に比べてDCDの有病率が高いという報告も

ある(Zwicker et al., 2013; Davis et al., 2007; Larsen et al., 2013; 

Nakai, 2011)。 
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表1. 発達性協調運動障害の発症に関する周産期要因に関するコーホート研究 

著者, 発

行年 

研究参加

者 (人) 

対象地域 参加者  

年齢(歳) 

周産期要

因 

評価方

法 

結果 

Bolk, 

2018 

441 スウェーデ

ン 

6.5 早産 M-ABC2 在胎週数が 27 週以下の早産は DCD の危険因子であっ

た (OR = 7.92, 99% CI: 3.69-17.20)。 

Taylor, 

2018 

1,558 英国 7 鉛, カド

ニウム, 

水銀 

M-ABC2 有意な関連なし 

Christens

en, 2016 

1,026 グリーンラ

ンド, ウク

ライナ 

6-9 母の喫煙 DCDQ'07 有意な関連なし。グリーンランドでは、非喫煙者の児

と比べて喫煙者の児のオッズ比が高かった (OR=1.9, 

95% CI: 1.1-3.3)。 

Tran, 

2016 

176 ベトナム 5 ダイオキ

シン 

M-ABC2 男児において、PCDDs/Fs 高曝露群の M-ABC2 の得点

が、中、低曝露群と比べて有意に低かった

(P=0.018)。 

Milidou, 

2015 

27,940 デンマーク 7 幼児疝痛 DCDQ'07 幼児疝痛の既往を有する児でリスクが上昇 (OR = 

1.3, 95% CI: 1.0-1.7)。  

Hoyer, 

2015 (1) 

1,103 グリーンラ

ンド, ウク

ライナ, ポ

ーランド 

7-8 CB-153, 

p,p'-DDE 

DCDQ'07  有意な関連なし 
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Holst, 

2015 

7,965 デンマーク 7 妊娠中の

発熱 

DCDQ'07 胎児期に母に発熱が見られた場合にリスクが上昇 (OR 

= 1.29, 95% CI 1.12-1.49) 。 

Hoyer, 

2015 (2) 

1,106 グリーンラ

ンド, ウク

ライナ, ポ

ーランド 

7-8 PFOS, 

PFOA 

DCDQ'07 有意な関連なし 

Larsen, 

2013 

33,354 デンマーク 7 在胎日数 DCDQ'07 DCD に関連する因子として、女児 (OR= 0.36, 95% CI: 

0.31-0.41); 早産[在胎 23 週以上 32 週未満] (OR= 

6.28, 95% CI: 3.99-9.89), 早産[在胎 32 週以上 37

週未満] (OR= 2.10, 95% CI: 1.65-2.67); SGA[在胎

期間の出生時体格標準値と比較して 10 パーセンタイ

ル未満である] (OR= 1.74, 95% CI: 1.46-2.08); 歩

行開始年齢が 1 歳 3 か月以降 (OR= 3.05, 95% CI: 

2.57-3.60); 母の職業的地位が高い[higher grade 

professionals] (OR= 1.28, 95% CI: 1.02-1.61); 経

済活動がない[economically inactive] (OR= 1.43, 

95% CI: 1.07-1.91)。母の喫煙は正期産の男児にとっ

て DCD の危険因子であった(OR= 1.28, 95% CI: 1.07-

1.52)。 

Zwicker, 

2013 

157 カナダ 4-5 極低出生

体重児 

M-ABC 男児(P<0.001)、出生時体重(P<0.001)、生後のステロ

イド投与(P=0.01)が、DCD と有意に関連が見られた。 
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Zhu, 2012 22,898 デンマーク 7 在胎日数 DCDQ 在胎週数と DCD のリスクとの間に負の相関がみられ、

40 週以下の児において、在胎週数が 1 週間短くなる

と、DCD のリスクが 19% [95% CI: 14-25%]上昇した。 

Dewey, 

2011 

199 カナダ 5 超低出生

体重児 

M-ABC, 

DCDQ 

気管支肺異形成症(P=0.05)、生後のステロイド投与

(P=0.02)、在胎日数の増加(P=0.03)が DCD のリスクを

増加させる因子であった。 

Fei, 2011 526 デンマーク 7 PFOS, 

PFOA 

DCDQ 有意な関連なし 

Zhu, 2010 23,167 デンマーク 7 不妊症 DCDQ 妊娠までに要した時間が 12 時間以上であると、DCD の

リスクを軽度に上昇させた(OR= 1.35, 95% CI: 1.03-

1.77). どの治療方法でも有意にリスクを上昇させる

ことはなかった。 

OR: Odds ratio, CI: Confidence interval, CB-153: 2,2',4,4',5,5'-hexachlorobiphenyl, DCD: Developmental 

coordination disorder, DCDQ’07: Developmental coordination disorder questionnaire 2007, M-ABC: Movement 

assessment battery for children, PCDDs/Fs: Dibenzo-p-dioxins/furans, PFOA: Perfluorooctanoate, PFOS: 

Perfluorooctane sulfonate, p,p'-DDE: 1,1-dichloro-2,2-bis(p-chlorophenyl)ethylene, SGA: Small for gestational age 
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DCD の症状は発達段階早期から始まり、就学前から日常生活に困難を生じ

る可能性がある。先行研究によると、DCD が疑われる児では、遊びの様式や

頻度に違いが見られ(Kennedy-Behr et al., 2013)、また、幼児期の活動と

学習が異質的であった(Linde et al., 2015)。長期的に改善が見られるこ

とはあるが、約 50-70％の児において青年期まで協調運動の問題が続き

(Mimouni-Bloch et al., 2016)、 また、肥満や心肺持久力の低下のような

二次的な身体合併症(Wu et al., 2010; Hendrix et al., 2014)や、うつ病

や不安症といった精神疾患(Lingam et al., 2012; Missiuna et al., 2014)

を引き起こす場合がある。そのため、協調運動の問題を適切に評価し、早期

予防や、適切な治療介入と合併症の予防を行うことが必要であると言える。 

DCD は一般的な運動障害であると言及する先行研究(Gillberg et al., 

2003)がある一方、「隠れた問題(Hidden problem)」と表現した文献（Gibbs 

et al., 2007）もある。わが国では、神経発達症に含まれる疾患の中でも、

DCD に関する先行研究は少なく、また、DCD の有病率を調査した先行研究は

あるものの、有病率や危険因子については、わが国だけでなくアジア諸国に

おいて、十分に調査が進んでいないのが現状である。そのため、DCD の有病

率や危険因子に関する研究は DCD の発症予防に有用であると考え、今回、わ

が国の就学前児童を対象に、DCD に関連する危険因子を明らかにすることを

目的として本研究を行った。 

 

 

 

http://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/?term=Mimouni-Bloch%20A%5BAuthor%5D&cauthor=true&cauthor_uid=27287184
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方法 

（１）研究対象者 

本研究は「環境と子どもの健康に関する北海道スタディ」の参加者を対象

とした。「環境と子どもの健康に関する北海道スタディ」は、2003 年 2 月か

ら 2012 年 3 月までに北海道内の 37 産科医療機関を受診した妊婦とその児

を対象とした前向き出生コーホート研究である。妊娠 13 週未満の妊婦

20,926 人が登録され、参加率は 55%であった。妊娠初期、妊娠後期、出産時

の母体血、出産時の臍帯血を採取し、児の診療記録を医療機関から入手した。

妊娠初期の研究参加登録時に初期調査票を回収し、出生後は、年齢によって

異なる自記式質問票を郵送にて回収している(Kishi et al., 2017)。 

 

（２）質問表によるベースライン調査と 5 歳時追跡調査 

妊娠初期の研究参加登録時に回収した初期調査票から、母の妊娠前の身長、

体重、BMI(Body mass index)、最終学歴、世帯収入、婚姻状況、妊娠初期の

喫煙及び飲酒等の情報を収集した。また、パートナーについて、最終学歴や

妊娠初期の喫煙等の情報を収集した。出産時の母の年齢、児の在胎週数、出

生時体重、児の性別等の情報は出産時診療記録から得た(Kishi et al., 

2011; Kishi et al., 2013; Kishi et al., 2017)。当コーホートに登録さ

れた 20,926 人の妊婦のうち、2008 年 4 月から 2011 年 11 月の間に出産し、

5 歳に達した 4,851 人の児を本研究の対象とした(図 1)。5 歳時に送付した

追跡調査票には、回答時の児の月齢、DCDQ-J(The Japanese version of the 

Developmental coordination disorder questionnaire)、子どもの強さと困
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難さアンケート(SDQ: Strength and difficulties questionnaire)等が含

まれており、返送された調査票から情報を収集した。 

 

 

 

 

図 1. 解析対象者の選出方法 

 

 

 

 

 

 

「環境と子どもの健康に関する北海道スタディ」参加者
(n=20,926)

2008年4月から2011年11月までに出生した児 (n=6,178)

2014年10月から2016年11月までに5歳に達した児 (n=4,851)

質問票を返送し、DCDQ-J(The Japanese version of the 
Developmental coordination disorder questionnaire)に
完全回答 (n=3,369)
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（３）測定ツール：DCDQ-J 

本研究では、児の協調運動の評価のために DCDQ-J を使用した(Nakai et 

al., 2011) 。 原 版 で あ る Developmental coordination disorder 

questionnaire 2007(DCDQ’07）は、児の協調運動のアセスメントを補助す

る目的で開発された、保護者の回答による評価スケールであり、DCDQ-J は、

国際的なガイドラインに従って開発されたものである(Beaton et al., 

2000; 中井, 2014)。DCDQ-J は、15 項目の質問からなり、3 つの下位尺度に

分けられる(Wilson et al., 2009)。「動作における身体統制(Control during 

movement)」は運動中の運動制御に関する 6 つの質問、「書字・微細運動(Fine 

motor and handwriting)」は細かい運動と書字に関する 4 つの質問、「全般

的協応性(General coordination)」は 5 つの質問が含まれる。(1)「全く当

てはまらない」(2)「少しだけ当てはまる」(3)「当てはまる」(4)「ほとん

ど当てはまる」および(5)「全くそのとおり」の 5 件法で保護者により回答

される。15 項目の合計得点は 15-75 点の範囲で、得点の低い児ほど DCD の

疑いが高いとみなされる。 

DCDQ’07では、児の年齢ごとにカットオフ値が設けられており(Wilson et 

al., 2009)、8 歳未満の児では、DCDQ’07 の合計得点が 46 点以下で、「DCD

の兆候または疑いがある(Indication of or suspect for DCD)」と見なさ

れる。しかし、日本語版である DCDQ-J について標準的な基準値はまだ公表

されていないため、本研究では DCDQ’07 のカットオフ値と DCDQ-J 得点の 5

パーセンタイル値の 2 種類の異なるカットオフ値を用いた。The Leeds 

Consensus Statement では、5 パーセンタイル値をカットオフに用いること
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は、臨床および研究において妥当で実践的であるとして推奨されている

(Sugden et al., 2006)。本研究では、DCDQ’07 のカットオフ値以下の得点、

また、DCDQ-J 得点の 5 パーセンタイル値以下の得点であった児を S-

DCD(Suspected Developmental coordination disorder)群とした。 

 

（４）測定ツール： SDQ 

本研究では、SDQ を使用して、児の情緒面と行動面の問題を包括する全般

的な心の問題を評価した。SDQ は困難さに関する 4 つの下位尺度（情緒の問

題、行為の問題、不注意・多動性、仲間関係の問題）と強さに関する下位尺

度(向社会性行動の強さ)の合計 25 項目の質問で構成され、各項目について、

「あてはまらない」「まああてはまる」「あてはまる」の 3 件法で評価され

る。下位尺度の得点は、0-10 点の範囲で、向社会性は得点が高いほど強く、

それ以外は得点が高いほど困難であるとみなされる。また、困難さに関する

4 つの下位尺度を合計した得点(TDS: Total difficulties score)により総

合的な困難さを評価する。すでに、わが国における SDQ の標準値が公開され

ており、TDS はカットオフ値により 3 群化され、0-12 点を「支援の必要度が

低い(Low need)」、13-15 点を「中程度(Some need)」、16-40 点を「高い(High 

need)」とみなされる(Matsuishi et al., 2008)。 

 

（５）統計解析 

DCDQ-J 得点、SDQ 得点は、カイ 2 乗検定、マンホイットニーU 検定により

性別による相違の比較、検討を行った。DCDQ-J 得点と SDQ 得点との相関係
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数を算出した。母の最終学歴、世帯年収、妊娠初期の飲酒や喫煙、出産歴、

また、DCDQ-J 回答時の児の年齢と性別については、t 検定、カイ 2 乗検定を

行い、S-DCD 群と対照群との比較、検討を行った。2 群間に有意差を認めた

変数を調整因子に含めて多変量ロジスティック回帰を行い、S-DCD に関する

オッズ比を推定した。The IBM SPSS Statistics software package version 

23.0 (IBM Japan, Tokyo, Japan) を用いて統計分析を行った。統計学的有

意は、P <0.05 とした。 

 

（６）倫理的配慮 

本研究は、すべての参加者の書面によるインフォームド・コンセントに基

づいて行われた。この研究で使用されたプロトコルは、北海道大学環境健康

科学センターおよび北海道大学大学院医学研究科の医の倫理委員会によっ

て承認された。インフォームド・コンセントは、人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針、疫学研究に関する倫理指針、およびヘルシンキ宣言に基

づいて行った。対象者のプライバシー保護のため最大限の配慮をし、データ

は匿名化して統計解析を行った。 
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結果 

（１）対象者の属性と DCDQ-J 得点の分布 

5 歳に達した児 4,851 人に対して質問紙を送付し、3,402 人から回答を得

た。このうち 3,369 人が DCDQ-J に全て回答し、回答率は 69.45％であった。

本研究参加者の属性を表 2 に示す。児の月齢は 60 ヶ月から 82 ヶ月の範囲

であり、平均年齢は 64.1 ヶ月であった。また、児の性別は、男児は 1,701

人（50.5％）、女児は 1,668 人（49.5％）であった。 

次に、DCDQ-J 得点と、本研究で用いた 2 種類のカットオフ値により S-DCD

群に分類された人数について、表 3 に示す。性別間では、DCDQ-J の合計得

点や、下位項目である「書字・微細運動」や「全般的協応性」の得点に有意

差を認めた。DCDQ’07 のカットオフ値で分類すると、21.8％の児が S-DCD で

あった。DCDQ-J 得点の分布は図 2 のようになり、平均得点は 54.48 点で、

標準偏差は 10.54、歪度は-0.476、尖度は 0.122 であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



23 

 

表 2. 研究参加者の属性 (n=3,369) 

 

n %
母の属性
出産時年齢 (歳, Mean ± SD) 31.42 ± 4.73

出産前のBMI (kg/㎡) <18.5 579 17.2
18.5≤, <25 2,382 70.7

25≤ 347 10.3

出産歴 初産 1,167 34.6
経産 1,813 53.8

最終学歴 中学卒業 106 3.1
高校卒業 1,264 37.5

短大･専門学校卒業 1,456 43.2
大学卒業 520 15.4

妊娠初期の飲酒 あり 330 9.8
なし 2,952 87.6

妊娠初期の喫煙 あり 204 6.1
なし 2,491 73.9

パートナーの属性
最終学歴 中学卒業 174 5.2

高校卒業 1,262 37.5
短大･専門学校卒業 831 24.7

大学卒業 1,058 31.4

妊娠初期の喫煙 あり 1,620 48.1
なし 1,226 36.4

世帯の属性
世帯年収 300万円未満 621 18.4

300万円以上500万円未満 1,285 38.1
500万円以上800万円未満 841 25.0

800万円以上 248 7.4

婚姻状況 既婚 3,134 93.0
未婚 209 6.2

児の属性
性別 男児 1,701 50.5

女児 1,668 49.5

在胎週数 37週未満 173 5.1
37週以上 3,196 94.9

出生時体重 2500g未満 297 8.8
2500g以上 3,072 91.2

DCDQ-J回答時の月齢 (月, Mean ± SD) 64.14 ± 5.57

SD: Standard deviation, BMI: Body mass index, DCDQ-J: The Japanese version of the
Developmental coordination disorder questionnaire
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表 3. 研究参加者の DCDQ-J の得点 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体 男児 女児
(n = 3,369) (n = 1,701) (n = 1,668) p

DCDQ-J得点  (Mean ± SD)
合計 54.48 ± 10.54 52.94 ± 11.00 56.04 ± 9.80 <0.01

動作における身体統制 21.39 ± 4.48 21.43 ± 4.66 21.34 ± 4.30 0.33
書字・微細運動 15.16 ± 3.73 14.07 ± 3.86 16.26 ± 3.23 <0.01
全般的協応性 17.93 ± 4.16 17.44 ± 4.26 18.44 ± 3.99 <0.01

DCDQ'07のカットオフ値 736 (21.8) 457 (26.9) 279 (16.7) <0.01
(46点)以下 (n(%))

DCDQ-J得点の5パーセンタイル値 176 (5.2) 131 (7.7) 45 (2.7) <0.01
(36点)以下 (n(%))

SD: Standard deviation, DCDQ’07: Developmental coordination disorder questionnaire 2007,
DCDQ-J: The Japanese version of the Developmental coordination disorder questionnaire
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図２. 研究参加者の DCDQ-J の得点分布 

DCDQ-J: The Japanese version of the Developmental coordination disorder 

questionnaire 
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（２）SDQ 得点の分布と、SDQ 得点と DCDQ-J 得点との関係 

 研究対象者の SDQ 得点と、TDS のカテゴリー別の分布を表 4 に示す。情緒

の問題を除く下位尺度の得点や、TDS に性別間で有意差を認めた。TDS をカ

テゴリー分類すると、性別間で有意差を認め、男児の 12.3%、女児の 7.2%が

支援の必要性が高いことがわかった。 

 次に、DCDQ-J 得点と SDQ 得点の相関について、表 5、図 3 に示す。特に、

DCDQ-J の合計得点と TDS との間に有意に負の相関関係が認められた(ρ=-

0.518, p<0.01)。 
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表 4. 研究参加者の SDQ 得点 

 

 

 

 

 

 

 

表 5. DCDQ-J 得点と SDQ 得点との相関 

 

 

 

 

 

 

全体 男児 女児
(n = 3,369) (n = 1,701) (n = 1,668) p

SDQ得点　(Mean ± SD)
多動 3.19 ± 2.19 3.60 ± 2.28 2.76 ± 2.00 <0.01
情緒 2.00 ± 1.85 1.99 ± 1.88 2.00 ± 1.82 0.60
行為 2.20 ± 1.62 2.35 ± 1.67 2.04 ± 1.55 <0.01

仲間関係 1.41 ± 1.45 1.55 ± 1.54 1.27 ± 1.34 <0.01
向社会性 7.20 ± 1.97 6.91 ± 2.04 7.49 ± 1.85 <0.01

TDS 8.78 ± 5.09 9.48 ± 5.31 8.07 ± 4.76 <0.01

TDS (n(%))
Low need 2,669(79.2) 1,270(74.7) 1,399(83.9)
Some need 364(10.8) 218(12.8) 146(8.8)
High need 330(9.8) 210(12.3) 120(7.2) <0.01

SD: Standard deviation, SDQ: Strengths and difficulties questionnaire, TDS: Total
difficulties score

SDQ
多動 情緒 行為 仲間関係 向社会性 TDS

DCDQ-J
合計 -0.479 -0.294 -0.286 -0.377 0.387 -0.518

動作における身体統制 -0.285 -0.230 -0.166 -0.308 0.279 -0.352
書字・微細運動 -0.442 -0.193 -0.254 -0.287 0.339 -0.425
全般的協応性 -0.511 -0.312 -0.318 -0.367 0.373 -0.546

Spearman's correlation test(ρ), 全てP<0.01

DCDQ-J: The Japanese version of the Developmental coordination disorder questionnaire,
SDQ: Strengths and difficulties questionnaire, TDS: Total difficulties score
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図 3. DCDQ-J 得点と TDS の分布 

DCDQ-J: The Japanese version of the Developmental coordination disorder 

questionnaire, TDS: Total difficulties score 
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（３）S-DCD 群と対照群の属性の比較 

各カットオフ値を用いてS-DCD群と対照群との比較を行った結果を表6、

表7に示す。DCDQ’07のカットオフ値を用いると、母の最終学歴や世帯年収

といった社会経済的地位に有意差が見られた。母の妊娠初期の飲酒と喫煙

はS-DCDと関連を認めたが、パートナーの妊娠中の喫煙とS-DCDの間には有

意な関連はみられなかった。児の要因について、性別間で有意差を認め、

また、S-DCD群の方が月齢が若かった。DCDQ-J得点の5パーセンタイル値を

カットオフ値に用いて比較した場合でも同様の結果が示された。 

S-DCDの危険因子に関する調整オッズ比について、カットオフ値別に、表

8、表9に示す。児の年齢と性別を調整すると、母の最終学歴が低く、世帯

年収が低いほど、S-DCDの調整オッズ比が高くなった。また、母の妊娠初期

の飲酒と喫煙は、調整オッズ比を上昇させた。S-DCDに有意に関連する変数

を調整因子に加えて調整オッズ比を算出すると、男児は女児よりもS-DCDの

発症リスクが高かった。また、カットオフ値に関わらず、母の妊娠初期の

喫煙はS-DCDと有意な関連を認めた。 
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表6. DCDQ'07のカットオフ値を用いた2群間の属性の比較 

 

対照群 S-DCD群
(n = 2,633)  (n = 736)

n % n % p
母の属性
出産時年齢 (歳, Mean ± SD) 31.34 ± 4.72 31.71 ± 4.77 0.06

出産前のBMI (kg/㎡) <18.5 468 17.8 111 15.1 0.12
18.5≤, <25 1,856 70.5 526 71.5

25≤ 261 9.9 86 11.7

出産歴 初産 895 34.0 272 37.0 0.16
経産 1,431 54.3 382 51.9

最終学歴 中学卒業 72 2.7 34 4.6 0.03
高校卒業 977 37.1 287 39.0

短大･専門学校卒業 1,157 43.9 299 40.6
大学卒業 410 15.6 110 14.9

妊娠初期の飲酒 あり 241 9.2 89 12.1 0.02
なし 2,325 88.3 627 85.2

妊娠初期の喫煙 あり 141 5.4 63 8.6 <0.01
なし 1,966 74.7 525 71.3

パートナーの属性
最終学歴 中学卒業 132 5.0 42 5.7 0.90

高校卒業 989 37.6 273 37.1
短大･専門学校卒業 649 24.6 182 24.7

大学卒業 829 31.5 229 31.1

妊娠初期の喫煙 あり 1264 48.0 356 48.4 0.96
なし 958 36.4 268 36.4

世帯の属性
世帯年収 300万円未満 460 17.5 161 21.9 <0.01

300万円以上500万円未満 1,002 38.1 283 38.5
500万円以上800万円未満 681 25.9 160 21.7

800万円以上 203 7.7 45 6.1

婚姻状況 既婚 2,459 93.4 675 91.7 0.06
未婚 152 5.8 57 7.7

児の属性
性別 男児 1,244 47.2 457 62.1 <0.01

女児 1,389 52.8 279 37.9

在胎週数 37週未満 128 4.9 45 6.1 0.19
37週以上 2,505 95.1 691 93.9

出生時体重 2,500g未満 228 8.7 69 9.4 0.51
2,500g以上 2,405 91.3 667 90.6

DCDQ-J回答時の月齢 (月, Mean ± SD) 64.36 ± 5.70 63.35 ± 5.04 <0.01

母、児の年齢: Mann-Whitney U test, それ以外: Chi-square test

SD: Standard deviation, BMI: Body mass index, DCDQ’07: Developmental coordination disorder
questionnaire 2007, DCDQ-J: The Japanese version of the Developmental coordination disorder
questionnaire, S-DCD: Suspected Developmental coordination disorder
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表7. DCDQ-J得点の5パーセンタイル値を用いた2群間の属性の比較 

 

対照群 S-DCD群
(n = 3,193)  (n = 176)

n % n % p
母の属性
出産時年齢 (歳, Mean ± SD) 31.40 ± 4.73 31.85 ± 4.79 0.15

出産前のBMI (kg/㎡) <18.5 557 17.4 22 12.5 0.11
18.5≤, <25 2,253 70.6 129 73.3

25≤ 323 10.1 24 13.6

出産歴 初産 1,098 34.4 69 39.2 0.18
経産 1,727 54.1 86 48.9

最終学歴 中学卒業 94 2.9 12 6.8 0.02
高校卒業 1,191 37.3 73 41.5

短大･専門学校卒業 1,388 43.5 68 38.6
大学卒業 497 15.6 23 13.1

妊娠初期の飲酒 あり 304 9.5 26 14.8 0.03
なし 2,808 87.9 144 81.8

妊娠初期の喫煙 あり 182 5.7 22 12.5 <0.01
なし 2,381 74.6 110 62.5

パートナーの属性
最終学歴 中学卒業 162 5.1 12 6.8 0.59

高校卒業 1,194 37.4 68 38.6
短大･専門学校卒業 785 24.6 46 26.1

大学卒業 1,009 31.6 49 27.8

妊娠初期の喫煙 あり 1,541 48.3 79 44.9 0.39
なし 1,157 36.2 69 39.2

世帯の属性
世帯年収 300万円未満 573 17.9 48 27.3 0.02

300万円以上500万円未満 1,222 38.3 63 35.8
500万円以上800万円未満 805 25.2 36 20.5

800万円以上 237 7.4 11 6.3

婚姻状況 既婚 2,972 93.1 162 92.0 0.52
未婚 196 6.1 13 7.4

児の属性
性別 男児 1,570 49.2 131 74.4 <0.01

女児 1,623 50.8 45 25.6

在胎週数 37週未満 159 5.0 14 8.0 0.11
37週以上 3,034 95.0 162 92.0

出生時体重 2,500g未満 277 8.7 20 11.4 0.22
2,500g以上 2,916 91.3 156 88.6

DCDQ-J回答時の月齢 (月, Mean ± SD) 64.22 ± 5.61 62.56 ± 4.54 <0.01
母、児の年齢: Mann-Whitney U test, それ以外: Chi-square test

SD: Standard deviation, BMI: Body mass index, DCDQ-J: The Japanese version of the Developmental
coordination disorder questionnaire, S-DCD: Suspected Developmental coordination disorder
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表8. DCDQ'07のカットオフ値を用いたS-DCDの危険因子に関する調整オッズ 

   比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児の年齢、性別を調整 母、児に関する因子を調整 a
OR 95% CI p OR 95% CI p

母の最終学歴
中学卒業 1.66 1.08 - 2.56 0.02 1.47 0.88 - 2.46 0.14
高校卒業 Reference Reference

短大･専門学校卒業 0.88 0.74 - 1.06 0.19 0.91 0.72 - 1.14 0.41
大学卒業 0.90 0.70 - 1.16 0.41 1.08 0.80 - 1.47 0.61

母の妊娠初期の飲酒
あり 1.41 1.09 - 1.83 0.01 1.29 0.95 - 1.77 0.11
なし Reference Reference

母の妊娠初期の喫煙
あり 1.63 1.19 - 2.24 <0.01 1.48 1.05 - 2.10 0.03
なし Reference Reference

世帯年収
300万円未満 1.24 0.99 - 1.55 0.06 1.07 0.83 - 1.39 0.59

300万円以上500万円未満 Reference Reference
500万円以上800万円未満 0.84 0.68 - 1.05 0.12 0.78 0.60 - 1.00 0.05

800万円以上 0.80 0.56 - 1.13 0.21 0.77 0.52 - 1.15 0.21

児の性別
男児 1.83 1.54 - 2.16 <0.01 1.90 1.55 - 2.32 <0.01
女児 Reference Reference

a:　S-DCD群と対照群との間に有意差を認める変数を調整因子に加えた

OR: Odds ratio, CI: Confidence interval, DCDQ’07: Developmental coordination disorder
questionnaire 2007, S-DCD: Suspected Developmental coordination disorder
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表9. DCDQ-J得点の5パーセンタイル値を用いたS-DCDの危険因子に関する調

整オッズ比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児の年齢、性別を調整 母、児に関する因子を調整 a
OR 95% CI p OR 95% CI p

母の最終学歴
中学卒業 2.23 1.15 - 4.30 0.02 2.02 0.93 - 4.38 0.07
高校卒業 Reference Reference

短大･専門学校卒業 0.81 0.57 - 1.14 0.22 0.87 0.56 - 1.35 0.54
大学卒業 0.73 0.45 - 1.19 0.21 0.94 0.51 - 1.74 0.85

母の妊娠初期の飲酒
あり 1.74 1.12 - 2.71 0.01 1.75 1.03 - 2.95 0.04
なし Reference Reference

母の妊娠初期の喫煙
あり 2.52 1.55 - 4.11 <0.01 2.01 1.16 - 3.48 0.01
なし Reference Reference

世帯年収
300万円未満 1.62 1.09 - 2.39 0.02 1.29 0.81 - 2.05 0.28

300万円以上500万円未満 Reference Reference
500万円以上800万円未満 0.88 0.58 - 1.35 0.57 0.77 0.46 - 2.05 0.31

800万円以上 0.93 0.48 - 1.80 0.82 0.75 0.33 - 1.28 0.50

児の性別
男児 3.00 2.12 - 4.24 <0.01 2.61 1.71 - 3.96 <0.01
女児 Reference Reference

a:　S-DCD群と対照群との間に有意差を認める変数を調整因子に加えた

OR: Odds ratio, CI: Confidence interval, DCDQ-J: The Japanese version of the Developmental
coordination disorder questionnaire, S-DCD: Suspected Developmental coordination disorder
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考察 

（１）本研究で得られた新知見 

本研究では、日本の就学前児童における DCD に関連する危険因子につい

て評価を行った。DCDQ’07 のカットオフ値で分類すると、21.8％の児が S-

DCD であった。DCDQ-J 得点と SDQ 得点との関連について評価すると、DCDQ-

J の合計得点と TDS との間に有意に負の相関を認めた。また、2 種類のカッ

トオフ値を用いて S-DCD に関連する要因について検討を行ったところ、児

の性別と母の妊娠初期の喫煙が S-DCD に関連する因子であることが示され

た。 

 

（２）DCDQ-J のカットオフ値 

前述したように、DCDQ-J のカットオフについて標準的な基準値はまだ公

表されていないため、本研究では 2 種類のカットオフ値を用いて比較検討

を行った。表 3 に示すように、本研究の参加者の年齢に適用できる DCDQ'07

のカットオフ値（≦46）を用いると、736 人（21.8％）の児が「DCD の兆候

または疑いがある」と見なされた。一方、DCDQ’07 のカットオフ値と比べ

て、DCDQ-J 得点の 5 パーセンタイル値は、より厳しいカットオフ（≦36）

であった。それでも、本研究では、2 種類のカットオフ値による本質的な結

果の差異は認められなかった。 

本研究で用いた 2 種類のカットオフ値にはそれぞれ長所と短所がある。 

DCDQ-J 得点の 5 パーセンタイル値をカットオフに採用することはより厳密

であるといえる。しかし、このカットオフ値に用いた先行研究はあるものの
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(Nakai et al., 2012)、the Leeds Consensus Statement では、文化的に適

切で、基準に準拠した、個別に実施された評価の結果に対して用いることを

推奨しており、適切とはいいがたい。一方、DCDQ’07 のカットオフ値はカ

ナダの児を対象にして標準化されたものであり (Wilson et al., 2009)、

このカットオフ値を用いてわが国で行われた研究もあるが(Hirata et al., 

2015)、DCDQ'07 のカットオフ値を日本人の児に適用できるかは不明である。

デンマークの研究では、7 歳児の 3.1％がカットオフ値以下であったが (Zhu 

et al., 2012)、本研究では、DCDQ'07 のカットオフ値を用いた場合、736 人

(21.9%)がカットオフ値以下であり、差異が見られた。年齢、性別、人種等

により差異が生じることが考えられ、これらの要因の影響について評価する

必要がある。今後の課題として、現在開発中の M-ABC2 日本語版 (The 

Japanese version of the Movement assessment battery for children, 

the second edition)(Kita et al., 2016)のような他の運動能力の標準ス

ケールを用いて DCDQ-J の標準的なカットオフ値を検証し、わが国における

DCD の有病率をより正確に算出することが必要である。 

 

（３）DCDQ-J 得点と SDQ 得点との相関 

 DCDQ-J 得点と SDQ 得点との関連について評価をすると、DCDQ-J の合計得

点が低いと TDS が高くなり、DCDQ-J の合計得点と TDS との間に有意に負の

相関を認めた。この結果より、協調運動の問題が大きいと、情緒、行動に関

する問題への支援の必要性が高くなることが示された。先行研究でも同様の

結果を認め(Green et al., 2006; Heuvel et al., 2016; Crane et al., 
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2017)、DCD を有する児は協調運動の問題だけでなく、情緒、行動に関する

問題も併存しうることに注意する必要があると言える。 

 

（４）DCD に関連する環境要因 

本研究では、S-DCD の割合は、女児より男児の方が有意に高く、この結果

は、先行研究と同様の結果であった(Zwicker et al., 2013; Davis et al., 

2007; Larsen et al., 2013）。4-15 歳の児に関するわが国での先行研究で

も、DCDQ-J の合計得点に性差があることが報告されている(Nakai et al., 

2011)。 

また、本研究では、母の妊娠中の喫煙がS-DCDと関連していることが示さ

れた。先行研究でも、母の妊娠中の喫煙と11歳の児の運動能力の低下との

関連が示され(Larsson et al., 2011)、また、別の研究では、正規産児に

とって母の喫煙が7歳時のDCDの危険因子となることが示されている

(Larsen, et al. 2013）。Christensenらの報告では、6-9歳の児をもつ親の

喫煙の有無を比較した場合、統計学的有意差は見られなかったが、対象地

域の一つであるグリーンランドでは、喫煙する親をもつ8-9歳の児において

DCDQ'07得点が低かった (Christensen et al., 2016)。他の研究でも、出

生前の喫煙曝露と児の運動発達の低下との関連が示唆されている(Polańska 

et al., 2015; Evlampidou et al., 2015)。母の喫煙と児のDCDとの関連性

についての先行研究はあるが、母の喫煙と児のDCDとの因果関係を明らかに

する研究はない。 

母の妊娠中の喫煙は、血液中のカルボキシヘモグロビンを増加させ、また、
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ニコチンにより子宮の血流を減少させ、その結果、胎児は酸素と栄養素を奪

われ、胎児の脳と神経系の発達に影響を与える(Polańska et al., 2015)。

しかし、遺伝要因や周産期の環境要因といった児の神経発達に関与する多く

の要因があるため、これだけで DCD の病因を適切に説明することは難しい。 

喫煙の健康影響について多くの報告があるが、特に妊娠女性の喫煙が、出

生体重の減少や ADHD の発症に関係するという先行研究がある(Suzuki et 

al., 2014; Thapar et al., 2012)。そのため、DCD も含めた神経発達症の

一次予防の観点から、妊娠女性への禁煙指導は必要性が高いと考える。メン

タルケアや合併症予防など妊産婦健診の役割は大きいが、ワクチン接種率の

向上、歯科検診の受診など健康行動への有効性についても示されており(Ngy 

et al., 2007)、妊産婦健診での禁煙指導は効果が期待される。 

 

（５）本研究の強みと限界 

本研究の強みとして、研究デザインが前向きコーホート研究である点、わ

が国における DCD を疑う就学前児童の割合を示すことができた点があげら

れる。 

一方、本研究では、いくつかの限界もある。このコーホート研究の参加者

は、北海道内の病院や診療所を受診した妊婦であったため、本研究の結果を

日本人集団に一般化できない点である。本研究における研究協力施設は、北

海道内の分娩施設を有する医療機関の約 40％を占めており、また、北海道

内に均等に分散されているため、本研究の結果を北海道の人口集団に適用で

きると考える(Kishi et al., 2017)。本研究で示された就学前児童の DCD の
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危険因子は、北海道に特化したものではないが、日本国内の他地域でも調査

し、比較、検討することが必要となる。 

また、知的能力障害や神経疾患といった疾患の既往に関する情報が本研究

で用いた質問票には含まれていない。DCD を有する児でみられる症状と同様

の症状がこれらの疾患でもみられるため、疾患の既往に関する情報があるこ

とで、DCD の有病率をより正確に推定することができるだろう。しかし、本

研究の目的は DCD の診断ではなく、就学前児童における DCD に関連する要

因を明らかにすることである。本研究で用いた DCDQ-J はスクリーニングを

目的とした評価尺度であり、本研究で定義した S-DCD は DSM-5 の診断基準

で定義された DCD とは異なる。それでも、DCDQ-J による評価は、協調運動

の問題を有する児の割合を推定するには有用であるといえる。 

本研究では、就学前児童における DCD の危険因子について検討を行った

が、出生後の日常生活における環境要因については検討していない。先行研

究では、賃貸住宅の保有期間や母の低い社会経済的地位が、DCD または DCD

疑いとなるリスクの増加に関連することが示されており(Lingam et al., 

2009)、また、家の中の物理的なスペース、身体をつかったゲームでの親の

関与などの環境要因（Saccani et al., 2013）が、運動能力の発達に影響を

与えたと報告されている。さらに、有機フッ素化合物やダイオキシンといっ

た出生前の環境化学物質の曝露と DCD との関連について検討した先行研究

も見られる (Fei et al., 2011; Tran et al., 2016)。 
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結論 

（１）本研究で得られた新知見 

本研究では、日本の就学前児童における DCD に関連する危険因子を明ら

かにすることを目的とした。本研究では以下のことが明らかになった。 

・DCDQ’07 のカットオフ値を用いると、21.8％の児に DCD が疑われた。 

・DCDQ-J の合計得点と TDS との間に有意に負の相関を認め、協調運動の問

題が大きいと、情緒、行動に関する問題への支援の必要性が高くなった。 

・男児は女児よりもDCDを発症するリスクが高い。 

・母の妊娠初期の喫煙がDCDの発症リスクを有意に高める。 

 

（２）今後の研究展開、課題。 

本研究の結果から、母の妊娠初期の喫煙に対する公衆衛生的アプローチが

DCD の発症予防に有用である可能性が示唆された。平成 30 年のわが国にお

ける女性の喫煙率は 8.1%であり(厚生労働省, 2018)、ピーク時に比べると

減少はしているが、今後も引き続き、喫煙に対する健康教育は必要であると

考える。また、母の飲酒、喫煙だけでなく、周産期の環境化学物質の曝露と

DCD との関連についても研究を行うことが今後の課題であると考える。 
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/子ども発達科学研究センター中井昭夫教授に深く感謝申し上げます。本研

究は北海道大学環境健康科学研究教育センター「環境と子どもの健康に関す

る北海道スタディ」研究グループで数々の貴重なご助言とご協力を賜りまし

た荒木敦子特任准教授、宮下ちひろ特任准教授、伊藤佐智子特任講師、山崎

圭子特任講師、田村菜穂美特任助教、湊屋街子客員研究員、ならびに北海道

大学病院児童思春期精神医学研究部門柳生一自特任助教に深く感謝申し上

げます。また、研究の遂行とご支援を頂きました研究支援員、北海道大学病

院児童思春期精神医学研究部門の皆様にも多大なるご協力を賜り、感謝致し

ます。 

最後に、本研究にご参加下さり貴重な研究資料をご提供頂きました対象者

の皆様、ご協力頂きました恵愛病院、えんどう桔梗マタニティクリニック、

白石産科婦人科病院、公立芽室病院、青葉産婦人科クリニック、帯広協会病

院、秋山記念病院、札幌医科大学附属病院、北海道大学病院、北見赤十字病

院、朋佑会札幌産科婦人科病院、五輪橋産科婦人科小児科病院、はしもとク

リニック、旭川医科大学病院、函館中央病院、王子総合病院、町立中標津病

院、札幌徳洲会病院、旭川赤十字病院、市立稚内病院、釧路労災病院、札幌
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厚生病院、市立士別総合病院、日鋼記念病院、市立札幌病院、KKR 札幌医療

センター、市立函館病院、北海道立紋別病院、天使病院、函館五稜郭病院、

中村病院、勤医協札幌病院、北見レディースクリニック、遠軽厚生病院、釧

路赤十字病院、名寄市立総合病院、および帯広厚生病院の関係者の皆様に心

からお礼申し上げます。 
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